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現状把握の部（Dｏ） → 現在やっていること
◇事務事業の目的と効果
 1.手段（事業の概要）

 3.意図（この事業によって、対象をどのようにしたいか）

 4.結果（どんな結果に結び付けるのか）

→

①
②
③
①
②
③
①
②
③
①
②
③

◇事務事業の環境変化

8団体

 人工数(業務量)

活動指標
174,844円

人件費計（B）

人

円

対象指標
18,80918,809

21

18,950 18,809

内　訳 (実績)
27年度

事業費計（A） 174,844

(実績)
29年度

事
業
費 円

円

円
 地　 方　 債

 国・道支出金

 その他(使用料等)
投
入
量

円
円

 正職員従事人数

 一 般 財 源 174,844

障がい者の社会参加・地域交流事業に補助するもの。

総合
計画
体系

ふれあい交流事業開催支援事業61

施策名

健やかな暮らしと自立を支える福祉の充実

3

②

法令根拠

障がい者の自立支援と社会参加の促進

基本目標

政策名

誰もが健やかに生き生きと暮らせるまちづくり

事業期間

月 17

予算上の事業名

29 年度

目

内線
保健福祉課 障がい福祉係

日

所属
部門

事務事業名 ふれあい交流事業開催支援事業

平成 事務事業マネジメントシート 
事務事業
の性格

有澤　勝昭課長名

予算
科目

会計区分 款 項

①

名　　称

実行委員会への補助金 円

年度から
年度まで

作成日 平成 29 年 4

開始年度 平成
毎年繰返事業

一般

 5.活動指標（手段や活動内容を表す指標）

単　位

担当者名
内線番号

小川　純也
554

5

―

単　位

③

人町民の人数①

②

 6.対象指標（対象の大きさを表す指標）

名　　称

①

単　位

③

（目標)
32年度

③

 8.上位成果指標（結果の達成度を表す指標）

③

単　位

参加人数（ふれあい雪中運動会） 人②

無

名　　称

参加人数（ふれあい交流まつり） 人

31年度

0.0116

265,000

（目標)

(年度から）

170,397
170,397

170,397

333,050 95,579

事務事業及び各指標の変更

4

265,000

有

265,000
265,000

265,000
265,000265,976

265,000

心身にハンディのある人との交流会をとおして障がい福祉についての関心を
深めてもらい、アットホームめむろ等の障がい者支援団体への理解を深めな
がら支援の輪をひろげていく。

全町民

団体

（目標)（目標)
32年度30年度

(予算)単位 28年度

障がいの有無にかかわらず、互いに尊重し支え合う共生社会の実現

◇総事業費・指標等の推移

②

 7.成果指標（意図の達成度合を表す指標）

実行委員会参加団体数（ふれあい雪中運動会）

①

団体

名　　称

実行委員会参加団体数（ふれあい交流まつり）

8

0

 1.この事務事業を開始した背景

人

 2.事務事業を取り巻く状況と今後の予測（どう変わったか、どうなるか）

人 1,100
上位成果指標 161 160 165

1,045
170

1,150

265,000

8
21

アットホームめむろへの理解のみでなく、地域に住む障がいのある人ない人が相
互理解するまつりとして定着。平成27年度補助要綱改正により「ふれあい雪中運
動会」に係る実行委員会活動補助を当該事業に追加し「ふれあい交流事業開催
支援事業」に事務事業名を変更した。ふれあい交流まつりは平成12年度から健
康プラザを会場に移し、ここ数年は1000名を超える来場者が集まっていた（平成
28年度は台風被害のため中止）が、飲食を伴うイベントでの使用が困難になった
ため、平成29年度からは会場をめむろーどに変更し開催する予定である。

旧アットホーム（地域共同作業所）を地域住民に理解してもら
うことを目的に実施した事業に対し補助をした。

成果指標 8

 2.対象（何を対象にしているか～人、公共施設、自然資源など）

21 21団体

507,894

4人

トータルコスト(A)＋(B)

年間
人
件
費

4

円
0.0410



◇町民等からの意見・要望 → 町民の声をどう反映させたのかをシート下段の改善・改革の概要に明記

 意見がある　【具体例↓】  特定できる意見がない

評価の部（Sｅｅ） → 28年度実績からみた評価
 必要性はある　【理由↓】  必要性はない　【理由↓】

 拡大・縮小できる　【→改革改善案へ】  拡大・縮小できない　【理由↓】

 向上できる　【→改革改善案へ】  向上できない　【理由↓】

 廃止・休止・統廃合で影響がある　【理由↓】  影響がない　【→改革改善案へ】

 削減できる　【→改革改善案へ】  削減できない　【理由↓】

 受益・負担が適正である　【理由↓】  受益・負担が適正でない【→改革改善案へ】

改革・改善の部（Plan） → 上記の町民等の意見・要望や評価結果を受けた改革案・今後(29年度以降)の計画

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

6.受益と負担の適正化余地

なぜ、この事務事業は税金を
投入して、町が行わなければ
ならないのか

障がい福祉への関心を深め、更には支援の輪を広げていくイベントとして開催されており、障がいの有無
に関わらず互いに支え合うことができる地域づくりのために、公共の関与は必要である。

障がいの有無に関わらず、誰もが参画できるイベントとして、すでに全町民を対象としているため。

ふれあい交流まつりは毎年多くの方が参加し、障がい者福祉への理解を深めるイベントとして定着した。参加人数は横
ばいだが、すでに1,000人超の方に参加いただいていることから、これ以上の参加人数増加は難しい。
ふれあい雪中運動会は、イベントの目的や理解を広げていくために、現在の参加者を維持しながらイベントの定着を図
る必要がある。

維持

改革・改善実施の方向性 1.改革・改善案の概要（現状で想定される課題や解決策がある場合には合わせて記入）

 この事務事業に対して、町民から
 のホットボイスなどの広聴制度、
 また、議会や関係者からの意
 見・要望が寄せられているか

目
的
妥
当
性
評
価

参加者それぞれが応分の負担をしている。

※反映させた具体案はシート下段の改善・改革の概要に明記

有
効
性
評
価

3.成果の向上余地

ふれあい交流事業開催支援事業

 2.改革・改善による期待成果

障がい福祉係

維持 ○

引き続き「ふれあい交流まつり」及び「ふれあい雪中運動会」に対する活動支援を行う。
「ふれあい交流まつり」は会場の変更に伴い当初は参加者の減少が見込まれるが、開催場所が市街地
中心部となることで、新たな人の流れを取り込める可能性がある。平成27年度はふれあい交流まつりと
商店街でのイベントが同日開催となったことで、町民から開催日程への配慮について意見が出ていた
が、開催場所の変更によって商店街のイベントとの『連携』も考えられるようになった。
会場の変更を新たなふれあい交流まつりへの契機とし、実施主体である芽室町社会福祉協議会と連携
しながら、より多くの方に障がい者福祉を身近に感じていたけるよう取り組む。

削減

向上

コスト

増加

現状維持

1.町民等からの意見・要望

1.町の関与の必要性

所属部門事務事業名

5.事業費（トータルコスト）の
　削減余地

成果を下げずに事業費・業務
時間を縮減する手段・方策は
ないか

事務事業を廃止・休止・統廃合
した場合、支障があるか

4.廃止・休止・類似事業との
　統廃合余地

成
果

2.対象と意図の拡大・縮小
　余地

対象・意図を広げたり、逆に狭
めたりすることはできないか

イベント開催のための補助金であり、廃止・休止した場合の影響は大きいため。
類似する事業が他にないため。

事務事業の成果指標をさらに
伸ばすことができるか

保健福祉課

29
年
度
の
取
組

低下

30
年
度
以
降
の
取
組

平成２９年度と同様の支援を継続して行う。

※町民等の意見・要望に対する検討結果

支出の精査や自主財源の確保で事業費を下げる可能性はある。関係団体がボランティアによる手作りの
イベントであり、また、来場者からも屋台販売により応分の負担をいただき運営しているため削減できな
い。

提供すべき対象へ提供できて
いるか、費用負担が適切にな
っているか



( )

現状把握の部（Dｏ） → 現在やっていること
◇事務事業の目的と効果
 1.手段（事業の概要）

 3.意図（この事業によって、対象をどのようにしたいか）

 4.結果（どんな結果に結び付けるのか）

→

①
②
③
①
②
③
①
②
③
①
②
③

◇事務事業の環境変化

 2.対象（何を対象にしているか～人、公共施設、自然資源など）

74 59人

2,291,202

4人

トータルコスト(A)＋(B)

年間
人
件
費

4

円
0.2031

344,000

59

新規加入会員数の減少や既存会員の高齢化により、役員の担い手が不足し活動が停滞
している。このため、廃止を含め運営体制の再構築を検討中。平成28年度から分会スポー
ツ大会が廃止。

身体障害者手帳所持者の自主組織が発足し、その団体の活
動を支援した。

成果指標

9 77

 1.この事務事業を開始した背景  2.事務事業を取り巻く状況と今後の予測（どう変わったか、どうなるか）

％ 7
上位成果指標

会員相互の協力、親睦等を通じ、障がい者の社会参加を促す。

身体障害者福祉協会芽室町分会会員

（目標)（目標)
32年度30年度

(予算)単位 28年度

障がい者が安心と生きがいを持って社会参加し生活する。

◇総事業費・指標等の推移

②

 7.成果指標（意図の達成度合を表す指標）

①

人

名　　称

会員数

236,173

236,173

1,649,814 80,748

事務事業及び各指標の変更

4

344,000

有

344,000
344,000

344,000
344,000316,921

344,000

0.0098

344,000

（目標)

(年度から）

236,173

①

単　位

③

（目標)
32年度

③

 8.上位成果指標（結果の達成度を表す指標）

③

単　位

②

無

名　　称

手帳所持者に対する会員の割合 ％

31年度

単　位

③

人身体障害者手帳所持者数①

②

 6.対象指標（対象の大きさを表す指標）

名　　称

①

名　　称

団体補助金額 円

年度から
年度まで

作成日 平成 29 年 4

開始年度 不明
毎年繰返事業

一般

 5.活動指標（手段や活動内容を表す指標）

単　位

担当者名
内線番号

三浦　広子
579

ー

所属
部門

事務事業名 身体障害者福祉協会芽室町分会支援事業

平成 事務事業マネジメントシート 
事務事業
の性格

有澤　勝昭課長名

予算
科目

会計区分 款 項

事業期間

月 20

予算上の事業名

29 年度

目

内線
保健福祉課 障がい福祉係

日

活動費を補助することにより、障がい者の自立の促進と福祉の向上を図る。

総合
計画
体系

身体障害者福祉協会芽室町分会支援事業61

施策名

健やかな暮らしと自立を支える福祉の充実

3

②

法令根拠

障がい者の自立支援と社会参加の促進

基本目標

政策名

誰もが健やかに生き生きと暮らせるまちづくり

内　訳 (実績)
27年度

事業費計（A） 641,388

(実績)
29年度

事
業
費 円

円

円
 地　 方　 債

 国・道支出金

 その他(使用料等)
投
入
量

円
円

 正職員従事人数

 一 般 財 源 641,388

855

59

856 853 855

 人工数(業務量)

活動指標
292,878円

人件費計（B）

人

円

対象指標



◇町民等からの意見・要望 → 町民の声をどう反映させたのかをシート下段の改善・改革の概要に明記

 意見がある　【具体例↓】  特定できる意見がない

評価の部（Sｅｅ） → 28年度実績からみた評価
 必要性はある　【理由↓】  必要性はない　【理由↓】

 拡大・縮小できる　【→改革改善案へ】  拡大・縮小できない　【理由↓】

 向上できる　【→改革改善案へ】  向上できない　【理由↓】

 廃止・休止・統廃合で影響がある　【理由↓】  影響がない　【→改革改善案へ】

 削減できる　【→改革改善案へ】  削減できない　【理由↓】

 受益・負担が適正である　【理由↓】  受益・負担が適正でない【→改革改善案へ】

改革・改善の部（Plan） → 上記の町民等の意見・要望や評価結果を受けた改革案・今後(29年度以降)の計画

30
年
度
以
降
の
取
組

存続する場合、継続して支援を行う。

※町民等の意見・要望に対する検討結果

既に、平成２４年度から視察研修に対する補助を隔年とすることで、事業費の削減を図っている。

提供すべき対象へ提供できて
いるか、費用負担が適切にな
っているか

29
年
度
の
取
組

低下

各種研修会、大会の参加費及びバスの個人負担が増加し、対外活動を中止せざるを得ない状況になる。

事務事業の成果指標をさらに
伸ばすことができるか

保健福祉課

5.事業費（トータルコスト）の
　削減余地

成果を下げずに事業費・業務
時間を縮減する手段・方策は
ないか

事務事業を廃止・休止・統廃合
した場合、支障があるか

4.廃止・休止・類似事業との
　統廃合余地

成
果

2.対象と意図の拡大・縮小
　余地

対象・意図を広げたり、逆に狭
めたりすることはできないか

1.町民等からの意見・要望

1.町の関与の必要性

所属部門事務事業名

維持 ○

会の中で会員へのアンケート調査を実施し、今後の運営について廃止も含め検討する。

削減

向上

コスト

増加

現状維持

 2.改革・改善による期待成果

障がい福祉係

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

6.受益と負担の適正化余地

なぜ、この事務事業は税金を
投入して、町が行わなければ
ならないのか

障がい者福祉の向上はもとより、地域活動の担い手としても活動していることから、行政の支援は必要である。

対象者が身体障害者手帳所持者に限定されているため、対象と意図の拡大はできない。

新規加入会員数の減少や既存会員の高齢化により、役員の担い手が不足し活動が停滞している。まずは、運営体制
の再構築を進めることが必要であるため、平成25年度より、芽室町社会福祉協議会へ事務局を移管した。

維持

改革・改善実施の方向性 1.改革・改善案の概要（現状で想定される課題や解決策がある場合には合わせて記入）

 この事務事業に対して、町民から
 のホットボイスなどの広聴制度、
 また、議会や関係者からの意
 見・要望が寄せられているか

目
的
妥
当
性
評
価

受益が限定されたり、費用負担を求める事業ではない。

※反映させた具体案はシート下段の改善・改革の概要に明記

有
効
性
評
価

3.成果の向上余地

身体障害者福祉協会芽室町分会支援事業



( )

現状把握の部（Dｏ） → 現在やっていること
◇事務事業の目的と効果
 1.手段（事業の概要）

 3.意図（この事業によって、対象をどのようにしたいか）

 4.結果（どんな結果に結び付けるのか）

→

①
②
③
①
②
③
①
②
③
①
②
③

◇事務事業の環境変化

 人工数(業務量)

活動指標
71,184円

人件費計（B）

人

円

対象指標
18,80918,809

155

18,950 18,809

内　訳 (実績)
27年度

事業費計（A） 71,184

(実績)
29年度

事
業
費 円

円

円
 地　 方　 債

 国・道支出金

 その他(使用料等)
投
入
量

円
円

 正職員従事人数

 一 般 財 源 71,184

活動費を補助することにより、障がい者の自立の促進と福祉の向上を図る。

総合
計画
体系

どんぐり会支援事業61

施策名

健やかな暮らしと自立を支える福祉の充実

3

②

法令根拠

障がい者の自立支援と社会参加の促進

基本目標

政策名

誰もが健やかに生き生きと暮らせるまちづくり

事業期間

月 20

予算上の事業名

29 年度

目

内線
保健福祉課 障がい福祉係

日

所属
部門

事務事業名 どんぐり会支援事業

平成 事務事業マネジメントシート 
事務事業
の性格

有澤　勝昭課長名

予算
科目

会計区分 款 項

①

名　　称

団体補助金額 円

年度から
年度まで

作成日 平成 29 年 4

開始年度 不明
毎年繰返事業

一般

 5.活動指標（手段や活動内容を表す指標）

単　位

担当者名
内線番号

三浦　広子
579

―

単　位

③

人町民の人数①

②

 6.対象指標（対象の大きさを表す指標）

名　　称

①

単　位

③

（目標)
32年度

③

 8.上位成果指標（結果の達成度を表す指標）

③

単　位

療育事業、研修事業の回数 回②

無

名　　称

社会復帰した障がい者数（就労のため施設退所数） 人

31年度

0.0182

160,000

（目標)

(年度から）

62,285
62,285

62,285

44,677 149,960

事務事業及び各指標の変更

168,000

有

168,000
168,000

160,000
168,000212,245

160,000

会員相互の協力、研修等を通じて、障がい者の社会参加を促す。

障がい者及び障がい児の保護者並びに賛助会員。（町民）

（目標)（目標)
32年度30年度

(予算)単位 28年度

障がい者が安心と生きがいを持って社会参加し生活する。

◇総事業費・指標等の推移

②

 7.成果指標（意図の達成度合を表す指標）

①

人

名　　称

会員数

8

 1.この事務事業を開始した背景

回

 2.事務事業を取り巻く状況と今後の予測（どう変わったか、どうなるか）

人 8
上位成果指標 3 3 3

4
3
8

160,000

155

新規加入者数の減少や既存会員の高齢化により、役員の担い手が不足してい
る。

自主的団体として発足し、その後、手をつなぐ育成会の下部
組織となり、その活動を支援してきた。

成果指標

 2.対象（何を対象にしているか～人、公共施設、自然資源など）

155 155人

115,861

4人

トータルコスト(A)＋(B)

年間
人
件
費

4

円
0.0055



◇町民等からの意見・要望 → 町民の声をどう反映させたのかをシート下段の改善・改革の概要に明記

 意見がある　【具体例↓】  特定できる意見がない

評価の部（Sｅｅ） → 28年度実績からみた評価
 必要性はある　【理由↓】  必要性はない　【理由↓】

 拡大・縮小できる　【→改革改善案へ】  拡大・縮小できない　【理由↓】

 向上できる　【→改革改善案へ】  向上できない　【理由↓】

 廃止・休止・統廃合で影響がある　【理由↓】  影響がない　【→改革改善案へ】

 削減できる　【→改革改善案へ】  削減できない　【理由↓】

 受益・負担が適正である　【理由↓】  受益・負担が適正でない【→改革改善案へ】

ｈ2
改革・改善の部（Plan） → 上記の町民等の意見・要望や評価結果を受けた改革案・今後(29年度以降)の計画

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

6.受益と負担の適正化余地

なぜ、この事務事業は税金を
投入して、町が行わなければ
ならないのか

障がい者（児）の福祉向上活動はもとより、地域活動の担い手として活動されていることから、行政の支援は必要であ
る。

障がい者と障がい児の保護者で構成している団体であり、対象と意図の拡大はできない。

新規加入者数の減少や既存会員の高齢化により、役員の担い手が不足しており、これ以上の団体活動の拡大は困難
である。

維持

改革・改善実施の方向性 1.改革・改善案の概要（現状で想定される課題や解決策がある場合には合わせて記入）

 この事務事業に対して、町民から
 のホットボイスなどの広聴制度、
 また、議会や関係者からの意
 見・要望が寄せられているか

目
的
妥
当
性
評
価

受益が限定されたり、費用負担を求める事業ではない。

※反映させた具体案はシート下段の改善・改革の概要に明記

有
効
性
評
価

3.成果の向上余地

どんぐり会支援事業

 2.改革・改善による期待成果

障がい福祉係

維持 ○

新規加入者数の減少や既存会員の高齢化により、役員の担い手が不足しており、平成29年度は会の
存続について検討していく。

削減

向上

コスト

増加

現状維持

1.町民等からの意見・要望

1.町の関与の必要性

所属部門事務事業名

5.事業費（トータルコスト）の
　削減余地

成果を下げずに事業費・業務
時間を縮減する手段・方策は
ないか

事務事業を廃止・休止・統廃合
した場合、支障があるか

4.廃止・休止・類似事業との
　統廃合余地

成
果

2.対象と意図の拡大・縮小
　余地

対象・意図を広げたり、逆に狭
めたりすることはできないか

団体活動の停滞が予想される。
他の障がい者団体との設立の趣旨が異なるため統廃合は不可能である。

事務事業の成果指標をさらに
伸ばすことができるか

保健福祉課

29
年
度
の
取
組

低下

30
年
度
以
降
の
取
組

会が存続する場合、継続して支援を行う。

※町民等の意見・要望に対する検討結果

補助金の削減により、団体の活動が停滞する恐れがある。

提供すべき対象へ提供できて
いるか、費用負担が適切にな
っているか



( )

現状把握の部（Dｏ） → 現在やっていること
◇事務事業の目的と効果
 1.手段（事業の概要）

 3.意図（この事業によって、対象をどのようにしたいか）

 4.結果（どんな結果に結び付けるのか）

→

①
②
③
①
②
③
①
②
③
①
②
③

◇事務事業の環境変化

 2.対象（何を対象にしているか～人、公共施設、自然資源など）

6 6件

431,866

4人

トータルコスト(A)＋(B)

年間
人
件
費

4

円
0.0184

330,000

6

平成25年度より、町内に福祉就労サービスを提供する事業所が２ヶ所加わったこ
とから、これらの事業所との情報共有、連携の場が必要となる。
また、第２期グループホーム整備について、法人より検討したいとの意向があり、
今後入居者の選考や建設時期、施設の規模や機能等について、協議していく必
要がある。

グループホーム明幸寮の町からの移管、地域活動支援セン
ターの開設に伴う障害者支援ネットワークの活動拠点確保の
ため、法人に対して補助することにより円滑な移行を図るた
め。また、償還金補助については、アットホームめむろの社会
福祉法人化及び知的障害者通所授産施設開設の支援のた
め。

成果指標

4
75
8

75 74 75
8

 1.この事務事業を開始した背景

人

 2.事務事業を取り巻く状況と今後の予測（どう変わったか、どうなるか）

人 8
上位成果指標

法人の経営安定により、障がい者へ安定したサービスを提供する。

社会福祉法人柏の里めむろ

（目標)（目標)
32年度30年度

(予算)単位 28年度

充実した障がい者福祉サービスを提供することにより、障がい者等の自立・社
会参加を目指す。

◇総事業費・指標等の推移

②

 7.成果指標（意図の達成度合を表す指標）

①

件

名　　称

法人の提供する障がいサービス数

294,930

294,930

294,930

149,466 66,741

事務事業及び各指標の変更

4

330,000

有

330,000

330,000
330,000361,671

282,400 330,000

0.0081

330,000

（目標)

(年度から）

330,000

①

単　位

③

（目標)
32年度

③

 8.上位成果指標（結果の達成度を表す指標）

③

単　位

社会参加した障がい者数（サービス利用者数） 人②

無

名　　称

社会復帰した障がい者数（就労のため施設退所数） 人

31年度

単　位

③

件法人数①

②

 6.対象指標（対象の大きさを表す指標）

名　　称

①

名　　称

法人への補助金額（総額） 円

年度から
年度まで

作成日 平成 29 年 4

開始年度 平成
毎年繰返事業

一般

 5.活動指標（手段や活動内容を表す指標）

単　位

担当者名
内線番号

三浦　広子
579

18

―

所属
部門

事務事業名 障害者支援ネットワーク支援事業

平成 事務事業マネジメントシート 
事務事業
の性格

有澤　勝昭課長名

予算
科目

会計区分 款 項

事業期間

月 20

予算上の事業名

29 年度

目

内線
保健福祉課 障がい福祉係

日

・芽室障害者支援ネットワークの活動を支援するため補助金を交付する。
・また、ケアホーム建設費の一部を補助金として交付する。（平成２５年度「単
年度」事業）
＊グループホーム明幸寮補助金（H23年度終了）、施設整備資金償還補助金
（H24年度終了）

総合
計画
体系

障害者支援ネットワーク支援事業61

施策名

健やかな暮らしと自立を支える福祉の充実

3

②

法令根拠

障がい者の自立支援と社会参加の促進

基本目標

政策名

誰もが健やかに生き生きと暮らせるまちづくり

内　訳 (実績)
27年度

事業費計（A） 282,400

(実績)
29年度

事
業
費 円

円

円
 地　 方　 債

 国・道支出金

 その他(使用料等)
投
入
量

円
円

 正職員従事人数

 一 般 財 源

1

6

1 1 1

 人工数(業務量)

活動指標
282,400円

人件費計（B）

件

円

対象指標



◇町民等からの意見・要望 → 町民の声をどう反映させたのかをシート下段の改善・改革の概要に明記

 意見がある　【具体例↓】  特定できる意見がない

評価の部（Sｅｅ） → 28年度実績からみた評価
 必要性はある　【理由↓】  必要性はない　【理由↓】

 拡大・縮小できる　【→改革改善案へ】  拡大・縮小できない　【理由↓】

 向上できる　【→改革改善案へ】  向上できない　【理由↓】

 廃止・休止・統廃合で影響がある　【理由↓】  影響がない　【→改革改善案へ】

 削減できる　【→改革改善案へ】  削減できない　【理由↓】

 受益・負担が適正である　【理由↓】  受益・負担が適正でない【→改革改善案へ】

改革・改善の部（Plan） → 上記の町民等の意見・要望や評価結果を受けた改革案・今後(29年度以降)の計画

29
年
度
以
降
の
取
組

平成29年度と同様

※町民等の意見・要望に対する検討結果

実情に応じた計画的なグループホームの整備を進めていく（第５期障がい者福祉計画期間中にグループホームを建設）。

Ｈ27年度から補助要綱を制定し、定額補助から実績補助に変更したが補助金の大幅な削減には結びつかなく、これ以
上の削減は、法人経営が停滞する恐れがある。

提供すべき対象へ提供できて
いるか、費用負担が適切にな
っているか

28
年
度
の
取
組

低下

町内で唯一の多機能型福祉サービス事業所であり、事務事業の廃止、休止、統廃合により、事業所が衰退した場合、
利用者に直接影響するため、継続して支援する必要がある。

事務事業の成果指標をさらに
伸ばすことができるか

保健福祉課

5.事業費（トータルコスト）の
　削減余地

成果を下げずに事業費・業務
時間を縮減する手段・方策は
ないか

事務事業を廃止・休止・統廃合
した場合、支障があるか

4.廃止・休止・類似事業との
　統廃合余地

成
果

2.対象と意図の拡大・縮小
　余地

対象・意図を広げたり、逆に狭
めたりすることはできないか

1.町民等からの意見・要望

1.町の関与の必要性

所属部門事務事業名

○

維持

他の事業所との連携により、相乗効果が期待されるため、町としては、これらの事業所が情報共有、連
携を図ることが出来る場を設け支援していく。
＊なお、平成29年度は、第２期グループホーム整備について当該法人と協議し、入居者の選考や建設
時期、施設の規模や機能等について決定する。

削減

向上

コスト

増加

業務改善

 2.改革・改善による期待成果

障がい福祉係

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

6.受益と負担の適正化余地

なぜ、この事務事業は税金を
投入して、町が行わなければ
ならないのか

安定的な法人運営のため、行政の支援は必要。

町内において、生活支援、就労支援を総合的に提供する多機能型福祉サービス事業所は、当該法人のみであり、対
象の拡大・縮小の余地はない。

維持

改革・改善実施の方向性 1.改革・改善案の概要（現状で想定される課題や解決策がある場合には合わせて記入）

 この事務事業に対して、町民から
 のホットボイスなどの広聴制度、
 また、議会や関係者からの意
 見・要望が寄せられているか

目
的
妥
当
性
評
価

受益が限定されたり、費用負担を求める事業ではない

・第４期芽室町障がい者福祉計画策定のためアンケート調査を行った結果、将来グループホームで生活を希望する回
答が多く、建設が望まれている。
・平成28年６月に実施したグループホーム入所のニーズ調査において、「25名」が入所を希望している。

※反映させた具体案はシート下段の改善・改革の概要に明記

有
効
性
評
価

3.成果の向上余地

障害者支援ネットワーク支援事業



( )

現状把握の部（Dｏ） → 現在やっていること
◇事務事業の目的と効果
 1.手段（事業の概要）

 3.意図（この事業によって、対象をどのようにしたいか）

 4.結果（どんな結果に結び付けるのか）

→

①
②
③
①
②
③
①
②
③
①
②
③

◇事務事業の環境変化

1
5,376

件

 人工数(業務量)

活動指標
62,200

円
円

人件費計（B）

2,063,682円

0
人

円

0

対象指標 件
人

200,000

1616

16

200,000
1,727,000

1
19

157

22
1

111

1,727,000

123

内　訳 (実績)
27年度

342,000

事業費計（A） 2,125,882

(実績)
29年度

事
業
費 円

円

円
 地　 方　 債

 国・道支出金

 その他(使用料等)
投
入
量

円
円

 正職員従事人数

 一 般 財 源 1,794,882

①在宅の重度身体障がい者等にタクシー運賃の一部を助成する。
②重度身体障がい者等の住宅改造工事費用の一部を助成する。
③障がい児・者の通院や施設通所にかかる交通費を助成する。

総合
計画
体系

障害者在宅生活支援事業6

円住宅改造助成金額

1

施策名

健やかな暮らしと自立を支える福祉の充実

3

②

法令根拠

障がい者の自立支援と社会参加の促進

基本目標

政策名

誰もが健やかに生き生きと暮らせるまちづくり

事業期間

月 17

予算上の事業名

29 年度

目

内線
保健福祉課 障がい福祉係

日

所属
部門

事務事業名 障害者在宅生活支援事業

平成 事務事業マネジメントシート 
事務事業
の性格

有澤　勝昭課長名

予算
科目

会計区分 款 項

①

名　　称

タクシーチケット助成金額 円

年度から
年度まで

作成日 平成 29 年 4

開始年度 平成
毎年繰返事業

一般

 5.活動指標（手段や活動内容を表す指標）

単　位

担当者名
内線番号

小川　純也
554

3

―

件住宅改造申請件数

単　位

③ 交通費助成金額 円

人タクシーチケット対象者数①

②

 6.対象指標（対象の大きさを表す指標）

名　　称

①

単　位

③ 交通費助成対象者数

（目標)
32年度

③

 8.上位成果指標（結果の達成度を表す指標）

③

単　位

②

無

名　　称

社会復帰、社会参加した障がい者数 人

31年度

0.0406

2,023,000

（目標)

(年度から）

309,000

1,433,656
1,775,656

64,200

477,642 334,527

事務事業及び各指標の変更

309,000

4

96,000

有

1,714,000
2,023,000

96,000
2,023,0002,110,183

1,714,000

331,000

障がい者等の生活圏の拡大、日常生活の利便性の向上を図ると共に、経済
的負担の軽減を図る。

①、②重度身体障害者等
③身体・知的・精神障がい者等

件

回通院・通所回数

人

（目標)（目標)
32年度30年度

(予算)単位 28年度

障がい者等の在宅生活の利便性を向上し、社会復帰、社会参加を促進する。

◇総事業費・指標等の推移

②

 7.成果指標（意図の達成度合を表す指標）

在宅時に利便性が向上した障がい者等

①

人

名　　称

生活圏が拡大した重度身体障がい者等

1

8

 1.この事務事業を開始した背景

回

 2.事務事業を取り巻く状況と今後の予測（どう変わったか、どうなるか）

人 8
上位成果指標

5,1205,120
4 8

2,023,000

111

0
16

障害者総合支援法の施行により、各種サービスの充実が図られている。対象者からの要望

成果指標
5,480

0

 2.対象（何を対象にしているか～人、公共施設、自然資源など）

13 12

1,711,456
0

0

人

2,603,524

4人

トータルコスト(A)＋(B)

年間
人
件
費

4

円
0.0588



◇町民等からの意見・要望 → 町民の声をどう反映させたのかをシート下段の改善・改革の概要に明記

 意見がある　【具体例↓】  特定できる意見がない

評価の部（Sｅｅ） → 28年度実績からみた評価
 必要性はある　【理由↓】  必要性はない　【理由↓】

 拡大・縮小できる　【→改革改善案へ】  拡大・縮小できない　【理由↓】

 向上できる　【→改革改善案へ】  向上できない　【理由↓】

 廃止・休止・統廃合で影響がある　【理由↓】  影響がない　【→改革改善案へ】

 削減できる　【→改革改善案へ】  削減できない　【理由↓】

 受益・負担が適正である　【理由↓】  受益・負担が適正でない【→改革改善案へ】

改革・改善の部（Plan） → 上記の町民等の意見・要望や評価結果を受けた改革案・今後(29年度以降)の計画

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

6.受益と負担の適正化余地

なぜ、この事務事業は税金を
投入して、町が行わなければ
ならないのか

障がい者等の社会復帰・社会参加のための支援において公費負担はやむを得ない。

各事業要綱を定めて対象者を限定し、障がい者等の社会復帰・社会参加を促進する目的から、拡大・縮小
できない。

既に、高い成果が上がっている。

維持

改革・改善実施の方向性 1.改革・改善案の概要（現状で想定される課題や解決策がある場合には合わせて記入）

 この事務事業に対して、町民から
 のホットボイスなどの広聴制度、
 また、議会や関係者からの意
 見・要望が寄せられているか

目
的
妥
当
性
評
価

過去に、対象者の見直し等、応能負担を基本としている。

※反映させた具体案はシート下段の改善・改革の概要に明記

有
効
性
評
価

3.成果の向上余地

障害者在宅生活支援事業

 2.改革・改善による期待成果

障がい福祉係

維持 ○

平成２８年と同様に実施する。

削減

向上

コスト

増加

現状維持

1.町民等からの意見・要望

1.町の関与の必要性

所属部門事務事業名

5.事業費（トータルコスト）の
　削減余地

成果を下げずに事業費・業務
時間を縮減する手段・方策は
ないか

事務事業を廃止・休止・統廃合
した場合、支障があるか

4.廃止・休止・類似事業との
　統廃合余地

成
果

2.対象と意図の拡大・縮小
　余地

対象・意図を広げたり、逆に狭
めたりすることはできないか

対象者の経済的負担増となる。
他の制度と趣旨等が違うため統廃合は不可能。

事務事業の成果指標をさらに
伸ばすことができるか

保健福祉課

29
年
度
の
取
組

低下

30
年
度
以
降
の
取
組

継続して実施する。

※町民等の意見・要望に対する検討結果

要綱において、対象者の縮小を図るなど必要最小限の助成としている。

提供すべき対象へ提供できて
いるか、費用負担が適切にな
っているか



( )

現状把握の部（Dｏ） → 現在やっていること
◇事務事業の目的と効果
 1.手段（事業の概要）

 3.意図（この事業によって、対象をどのようにしたいか）

 4.結果（どんな結果に結び付けるのか）

→

①
②
③
①
②
③
①
②
③
①
②
③

◇事務事業の環境変化

53
53

人

 人工数(業務量)

活動指標
4,636,013

円
円

人件費計（B）

431,737,691円

217
人

円

9,566,510

対象指標 人
人

11,088,000

855855

195

11,088,000
330,583,000

215
856

94

853
215
115

330,583,000

112

内　訳 (実績)
27年度

344,097,671

事業費計（A） 450,530,390

(実績)
29年度

事
業
費 円

円

円
 地　 方　 債

 国・道支出金

 その他(使用料等)
投
入
量

円
円

 正職員従事人数

 一 般 財 源 111,842,754

障害者総合支援法に基づき、補装具費、更生医療、療養介護医療、介護給
付費、訓練等給付費を給付する。

総合
計画
体系

障害者自立支援給付事業6

円更生医療・療養介護医療給付費

1

施策名

健やかな暮らしと自立を支える福祉の充実

3

②

法令根拠

障がい者の自立支援と社会参加の促進

基本目標

政策名

誰もが健やかに生き生きと暮らせるまちづくり

事業期間

月 20

予算上の事業名

29 年度

目

内線
保健福祉課 障がい福祉係

日

所属
部門

事務事業名 障害者自立支援給付事業

平成 事務事業マネジメントシート 
事務事業
の性格

有澤　勝昭課長名

予算
科目

会計区分 款 項

①

名　　称

補装具給付費 円

年度から
年度まで

作成日 平成 29 年 4

開始年度 平成
毎年繰返事業

一般

 5.活動指標（手段や活動内容を表す指標）

単　位

担当者名
内線番号

三浦　広子
579

18

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

人療育手帳所持者

単　位

③ 介護・訓練等給付費 円

人身体障害者手帳所持者①

②

 6.対象指標（対象の大きさを表す指標）

名　　称

①

単　位

③ 精神障害者保健福祉手帳所持者

（目標)
32年度

③

 8.上位成果指標（結果の達成度を表す指標）

③

単　位

②

無

名　　称

入所施設入所者数 人

31年度

0.6530

347,838,000

（目標)

(18年度から）

260,417,000

115,008,303
459,105,974

6,844,567

3,830,882 5,380,441

事務事業及び各指標の変更

260,417,000

4

5,564,000

有

87,421,000
347,838,000

564,000
347,838,000464,486,415

87,421,000

338,687,636

各サービスを受けることにより、障がい程度の除去・軽減・維持を図り、社会
復帰、社会参加を推進する。

身体・知的・精神障がい者及び障がい児

人

人更生医療給付者数

人

（目標)（目標)
32年度30年度

(予算)単位 28年度

施設入所者の地域生活への移行を図る。

◇総事業費・指標等の推移

②

 7.成果指標（意図の達成度合を表す指標）

補装具給付者数

①

人

名　　称

障害福祉サービス利用者数（実人数）

53

38

 1.この事務事業を開始した背景

人

 2.事務事業を取り巻く状況と今後の予測（どう変わったか、どうなるか）

人 38
上位成果指標

5555
38 38

347,838,000

115

56
195

障害者自立支援法の施行により、更生医療、障害福祉サービスにおいて平成18年4月より
定率負担が導入された。平成22年4月から利用者の応能負担を基本とする総合的な制度
として低所得（市町村民税非課税）の障害者等につき、福祉サービス及び補装具に係る利
用者負担が無料になった。平成25年4月法改正により、難病患者等に対しても障害福祉
サービスや補装具等の制度を利用できるようになり、平成26年4月から障害者の高齢化・
重度化に対応するため、ケアホームがグループホームへ一元化され、住み慣れた場で介
護の提供が受けられるようになった。平成27年4月には報酬改定があり、事業所のサービ
ス提供実績に応じて加算増減する給付費区分が新設された。

障害者自立支援法の施行に伴い、平成18年4月に自立支援
医療制度の改正が行われたほか、10月からは補装具制度の
改正と障害者福祉サービスの新体系への移行が行われ、こ
れらの3制度を「自立支援給付」として障がい者等に対して一
体的に提供することになった。

成果指標
48

52

 2.対象（何を対象にしているか～人、公共施設、自然資源など）

194 194

436,447,104
11,177,249

210

人

454,361,272

4人

トータルコスト(A)＋(B)

年間
人
件
費

4

円
0.4716



◇町民等からの意見・要望 → 町民の声をどう反映させたのかをシート下段の改善・改革の概要に明記

 意見がある　【具体例↓】  特定できる意見がない

評価の部（Sｅｅ） → 28年度実績からみた評価
 必要性はある　【理由↓】  必要性はない　【理由↓】

 拡大・縮小できる　【→改革改善案へ】  拡大・縮小できない　【理由↓】

 向上できる　【→改革改善案へ】  向上できない　【理由↓】

 廃止・休止・統廃合で影響がある　【理由↓】  影響がない　【→改革改善案へ】

 削減できる　【→改革改善案へ】  削減できない　【理由↓】

 受益・負担が適正である　【理由↓】  受益・負担が適正でない【→改革改善案へ】

改革・改善の部（Plan） → 上記の町民等の意見・要望や評価結果を受けた改革案・今後(29年度以降)の計画

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

6.受益と負担の適正化余地

なぜ、この事務事業は税金を
投入して、町が行わなければ
ならないのか

国の制度に基づき運営されており、町の関与はやむを得ない。

国の制度に基づき運営されており、町独自で対象と意図を変えることはできない。

国の制度に基づき運営されており、町独自で成果の向上はできない。

維持

改革・改善実施の方向性 1.改革・改善案の概要（現状で想定される課題や解決策がある場合には合わせて記入）

 この事務事業に対して、町民から
 のホットボイスなどの広聴制度、
 また、議会や関係者からの意
 見・要望が寄せられているか

目
的
妥
当
性
評
価

応能負担（原則１割）が導入されている。

※反映させた具体案はシート下段の改善・改革の概要に明記

有
効
性
評
価

3.成果の向上余地

障害者自立支援給付事業

 2.改革・改善による期待成果

障がい福祉係

維持 ○

国の制度に準じて実施する。

削減

向上

コスト

増加

現状維持

1.町民等からの意見・要望

1.町の関与の必要性

所属部門事務事業名

5.事業費（トータルコスト）の
　削減余地

成果を下げずに事業費・業務
時間を縮減する手段・方策は
ないか

事務事業を廃止・休止・統廃合
した場合、支障があるか

4.廃止・休止・類似事業との
　統廃合余地

成
果

2.対象と意図の拡大・縮小
　余地

対象・意図を広げたり、逆に狭
めたりすることはできないか

国の制度に基づき運営されており、同様の制度がないため、廃止・休止または統廃合はできない。

事務事業の成果指標をさらに
伸ばすことができるか

保健福祉課

29
年
度
の
取
組

低下

30
年
度
以
降
の
取
組

国の制度に準じて実施する。

※町民等の意見・要望に対する検討結果

必要最小限の業務時間と考えている。

提供すべき対象へ提供できて
いるか、費用負担が適切にな
っているか



( )

現状把握の部（Dｏ） → 現在やっていること
◇事務事業の目的と効果
 1.手段（事業の概要）

 3.意図（この事業によって、対象をどのようにしたいか）

 4.結果（どんな結果に結び付けるのか）

→

①
②
③
①
②
③
①
②
③
①
②
③

◇事務事業の環境変化

 2.対象（何を対象にしているか～人、公共施設、自然資源など）

59 53

39
20

6

件

3,727,557

4人

トータルコスト(A)＋(B)

年間
人
件
費

4

円
0.3588

803,000

72
59

平成25年４月の法改正により、障害者の範囲が見直しされ、難病等対象者が追加された。
また、平成26年4月法改正により「障害程度区分」が「障害支援区分」に改められ、これによ
り現行の審査会を経ての区分認定の方法が見直しされ、コンピュータ判定式による新判定
式が構築された。認定調査項目の見直しもされ、より障害特性や心身の状態に応じて支
援の度合いを総合的に示すものへと判断基準が変更された。

平成18年10月に障害者自立支援法が施行したことに伴い、支
給決定手続きの透明化・公平化を図る観点から、「障害程度
区分」が設けられ、介護給付費申請者については、障害程度
区分認定を受けることが必要となった。また、訓練等給付費申
請者については、障害程度区分認定調査内容を支給決定の
参考資料とする。

成果指標 59

59
19
59

19 6 6

42

53

 1.この事務事業を開始した背景

件

 2.事務事業を取り巻く状況と今後の予測（どう変わったか、どうなるか）

件 36
上位成果指標

障害支援区分認定に必要な主治医意見書・認定調査を速やかに依頼・実施
することにより、障害支援区分認定が適切かつ円滑に実施できる。また、訓練
等給付費の支給決定が、適切かつ円滑に実施できる。

障害者総合支援法の規定による介護給付費・訓練等給付費申請者

件

（目標)（目標)
32年度30年度

(予算)単位 28年度

障害支援区分認定や訓練等給付費の支給決定が、適切かつ円滑に実施で
き、障害福祉サービスの利用促進が図られる。

◇総事業費・指標等の推移

②

 7.成果指標（意図の達成度合を表す指標）

障害認定調査作成件数

①

件

名　　称

主治医意見書作成件数

782,003

53

2,914,590 1,692,408

事務事業及び各指標の変更

0

4

36

有

803,000
803,000

59
803,0002,474,411

803,000

170,000

0.2054

803,000

（目標)

(年度から）

0

782,003

①

単　位

③

（目標)
32年度

③

 8.上位成果指標（結果の達成度を表す指標）

③

単　位

認定調査を受けて訓練等給付費の支給決定が認められた者 件②

無

名　　称

適正な審査判定の資料として審査会に提出した件数 件

31年度

人訓練等給付費申請者数

単　位

③ 障害認定調査実施件数（町実施分） 件

人介護給付費申請者数①

②

 6.対象指標（対象の大きさを表す指標）

名　　称

①

名　　称

主治医意見書依頼件数 件

年度から
年度まで

作成日 平成 29 年 4

開始年度 平成
毎年繰返事業

一般

 5.活動指標（手段や活動内容を表す指標）

単　位

担当者名
内線番号

三浦　広子
579

18

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

所属
部門

事務事業名 障害支援区分認定等事務

平成 事務事業マネジメントシート 
事務事業
の性格

有澤　勝昭課長名

予算
科目

会計区分 款 項

事業期間

月 21

予算上の事業名

29 年度

目

内線
保健福祉課 障がい福祉係

日

障害者総合支援法の規定による介護給付費の申請があった場合に、認定調
査員による調査の実施、かかりつけ医療機関の主治医に意見書作成を依頼
し、障害支援区分認定を行うための資料を作成する。また、訓練等給付費の
申請があった場合には、認定調査員による調査を実施し、支給決定を行うた
めの資料を作成する。

総合
計画
体系

障害支援区分認定等事務6

件障害認定調査依頼件数（委託分）

1

施策名

健やかな暮らしと自立を支える福祉の充実

3

②

法令根拠

障がい者の自立支援と社会参加の促進

基本目標

政策名

誰もが健やかに生き生きと暮らせるまちづくり

内　訳 (実績)
27年度

0

事業費計（A） 812,967

(実績)
29年度

事
業
費 円

円

円
 地　 方　 債

 国・道支出金

 その他(使用料等)
投
入
量

円
円

 正職員従事人数

 一 般 財 源 642,967

36

36

13
29

6
59 53

19

63
9

59

 人工数(業務量)

活動指標
59

件
件

人件費計（B）

63件

19
人

円

9

対象指標 人

72件



◇町民等からの意見・要望 → 町民の声をどう反映させたのかをシート下段の改善・改革の概要に明記

 意見がある　【具体例↓】  特定できる意見がない

評価の部（Sｅｅ） → 28年度実績からみた評価
 必要性はある　【理由↓】  必要性はない　【理由↓】

 拡大・縮小できる　【→改革改善案へ】  拡大・縮小できない　【理由↓】

 向上できる　【→改革改善案へ】  向上できない　【理由↓】

 廃止・休止・統廃合で影響がある　【理由↓】  影響がない　【→改革改善案へ】

 削減できる　【→改革改善案へ】  削減できない　【理由↓】

 受益・負担が適正である　【理由↓】  受益・負担が適正でない【→改革改善案へ】

改革・改善の部（Plan） → 上記の町民等の意見・要望や評価結果を受けた改革案・今後(29年度以降)の計画

30
年
度
以
降
の
取
組

法改正に準じて対応していく。

※町民等の意見・要望に対する検討結果

医師意見書、調査票はそれぞれ医師、調査員が作成するものであり、申請件数が減少しない限り事業費、
業務時間は削減出来ない。調査は町職員によるものと入所施設等への委託にて実施しており、サービス
利用者が遠方に居住している場合等は、委託にて実施している。認定調査は支給決定の基本となる重要
な業務であることや、調査委託の条件に制約もあるため、大幅に委託件数を増やすことは困難である。

提供すべき対象へ提供できて
いるか、費用負担が適切にな
っているか

29
年
度
の
取
組

低下

障害支援区分認定における資料、訓練等給付費支給決定における参考資料として必要なものであり、制
度上廃止・休止または統廃合できない。

事務事業の成果指標をさらに
伸ばすことができるか

保健福祉課

5.事業費（トータルコスト）の
　削減余地

成果を下げずに事業費・業務
時間を縮減する手段・方策は
ないか

事務事業を廃止・休止・統廃合
した場合、支障があるか

4.廃止・休止・類似事業との
　統廃合余地

成
果

2.対象と意図の拡大・縮小
　余地

対象・意図を広げたり、逆に狭
めたりすることはできないか

1.町民等からの意見・要望

1.町の関与の必要性

所属部門事務事業名

維持 ○

法改正に準じて対応していく。

削減

向上

コスト

増加

現状維持

 2.改革・改善による期待成果

障がい福祉係

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

6.受益と負担の適正化余地

なぜ、この事務事業は税金を
投入して、町が行わなければ
ならないのか

障害者総合支援法の規定に基づき実施している。

国の制度に基づく事業であるため。

迅速な資料作成、関係機関の電話等による確認を行い申請から判定にかかる時間の短縮を図っており、
今以上の成果の向上は期待できない。

維持

改革・改善実施の方向性 1.改革・改善案の概要（現状で想定される課題や解決策がある場合には合わせて記入）

 この事務事業に対して、町民から
 のホットボイスなどの広聴制度、
 また、議会や関係者からの意
 見・要望が寄せられているか

目
的
妥
当
性
評
価

障害者総合支援法により費用負担は生じない。

※反映させた具体案はシート下段の改善・改革の概要に明記

有
効
性
評
価

3.成果の向上余地

障害支援区分認定等事務



〔事業の概要〕

( )554

内線

平成 4 月

事務事業

29 年度

有澤　勝昭 担当者名 小川　純也

0 0

開始年度

作成日 日

事務事業名

平成 29 年

年度までの性格
毎年繰返事業

17
事務事業マネジメントシート

（簡易シート）

事業期間
不明 年度から

障害者手帳等交付・管理事業

所属
部門

保健福祉課 障がい福祉係 課長名

円 1,820,400人件費計（B)

2,138,169 01,820,400

2,138,169

円

年間

人 4

0.2241

障害者手帳の交付申請書の記載内容及び添付書類を審査・受理し、十勝総合振興局又は心身障害者総合相談所に
進達する。各機関の手帳交付決定後に申請者に対して手帳を郵送並びに諸手続の案内を送付する。

改革・改善実施の方向性 現状維持

　

内　訳 単位
27年度
（実績）

28年度
（実績）

29年度
（予算）

円

健やかな暮らしと自立を支える福祉の充実

簡易シートを
選択した理由

障がい者の自立支援と社会参加の促進施策名

総合
計画
体系

根拠
法令

身体障害者福祉法、精神保健福祉法、（北海道）療育
手帳制度要綱政策名

誰もが健やかに生き生きと暮らせるまちづくり基本目標

円

〔改革・改善案の概要〕

円

投
入
量

国・道支出金

地方債

その他（使用料等）

一般財源

事業費計（A)

事
業
費

 正職員従事人数 4

0.2595
人
件
費

トータルコスト（A)+（B)

円

円

 人工数(業務量)

0

予算を伴わない事業 政策体系に結びつかない事業

計上予算が負担金、繰出金のみの事業 法定受託事務



〔事業の概要〕

投
入
量

国・道支出金

地方債

その他（使用料等）

一般財源

事業費計（A)

事
業
費

 正職員従事人数 4

0.0051
人
件
費

トータルコスト（A)+（B)

円

円

 人工数(業務量)

0

円

〔改革・改善案の概要〕

円

健やかな暮らしと自立を支える福祉の充実

簡易シートを
選択した理由

障がい者の自立支援と社会参加の促進施策名

総合
計画
体系

根拠
法令

身体障害者福祉法、特別児童扶養手当等の支給に関
する法律政策名

誰もが健やかに生き生きと暮らせるまちづくり基本目標

年間

人 4

0.0240

在宅の特別障がい者（児）に対し、著しく重度の障がいによって生ずる負担軽減を図る一助として、特別障害者手当
等を支給することにより、特別障がい者（児）の福祉の向上を図る。
対象者に対して概要を説明、申請書等の内容を審査・受理後に十勝総合振興局に進達。
支給決定後に対象者に通知。毎年、所得や在宅確認等の受給資格確認を行う。

改革・改善実施の方向性 現状維持

　

内　訳 単位
27年度
（実績）

28年度
（実績）

29年度
（予算）

円

円 194,956人件費計（B)

42,022 0194,956

42,022

円

0 0

開始年度

作成日 日

事務事業名

平成 29 年

年度までの性格
毎年繰返事業

17
事務事業マネジメントシート

（簡易シート）

事業期間
不明 年度から

特別障害者手当等支給事業

所属
部門

保健福祉課 障がい福祉係 課長名 ( )554

内線

平成 4 月

事務事業

29 年度

有澤　勝昭 担当者名 小川　純也

予算を伴わない事業 政策体系に結びつかない事業

計上予算が負担金、繰出金のみの事業 法定受託事務



〔事業の概要〕

( )554

内線

平成 4 月

事務事業

29 年度

有澤　勝昭 担当者名 小川　純也

0 0

開始年度

作成日 日

事務事業名

平成 29 年

年度までの性格
毎年繰返事業

17
事務事業マネジメントシート

（簡易シート）

事業期間
不明 年度から

総合相談所巡回相談事業

所属
部門

保健福祉課 障がい福祉係 課長名

円 143,780人件費計（B)

24,719 0143,780

24,719

円

年間

人 4

0.0177

身体障がい者に対する特例補装具等の交付の可否を決定する他、知的障がい者に対する療育手帳の判定を行って
いる。対象者から相談を受け、申請書及び医師の診断書（所定の様式）等の内容を審査後、総合相談所に進達。総
合相談所の決定した日程を対象者に通知する。

改革・改善実施の方向性 現状維持

　

内　訳 単位
27年度
（実績）

28年度
（実績）

29年度
（予算）

円

健やかな暮らしと自立を支える福祉の充実

簡易シートを
選択した理由

障がい者の自立支援と社会参加の促進施策名

総合
計画
体系

根拠
法令

身体障害者福祉法（知的障害者の判定を加える）

政策名

誰もが健やかに生き生きと暮らせるまちづくり基本目標

円

〔改革・改善案の概要〕

円

投
入
量

国・道支出金

地方債

その他（使用料等）

一般財源

事業費計（A)

事
業
費

 正職員従事人数 4

0.0030
人
件
費

トータルコスト（A)+（B)

円

円

 人工数(業務量)

0

予算を伴わない事業 政策体系に結びつかない事業

計上予算が負担金、繰出金のみの事業 法定受託事務



( )

現状把握の部（Dｏ） → 現在やっていること
◇事務事業の目的と効果
 1.手段（事業の概要）

 3.意図（この事業によって、対象をどのようにしたいか）

 4.結果（どんな結果に結び付けるのか）

→

①
②
③
①
②
③
①
②
③
①
②
③

◇事務事業の環境変化

 2.対象（何を対象にしているか～人、公共施設、自然資源など）

13 9

101

件

4,351,313

4人

トータルコスト(A)＋(B)

年間
人
件
費

4

円
0.1746

3,126,000

13

平成１８年度は５年間の経過措置が設けられた施設入所・通所者を除く居宅支援サービス
を受けている者を中心に障害程度区分の認定を行ったが、平成１９年度以降は施設の新
サービス体系への移行に伴う障害程度区分認定が増加した。
平成２６年４月障害者総合支援法改正により「障害程度区分」が「障害支援区分」に改めら
れ、現行の審査会を経ての区分認定の方法が見直しされ、総合評価項目を活用し、支援
の度合いを数量化する新たなコンピュータ判定式を構築された。
平成２８年度から国庫補助金が交付税措置に変更となった。

障害者自立支援法の施行により介護給付費の支給決定の際
に障害程度区分の認定が義務づけられた。

成果指標

148 150101

 1.この事務事業を開始した背景  2.事務事業を取り巻く状況と今後の予測（どう変わったか、どうなるか）

件 100
上位成果指標

障害支援区分の判定が適正に行われるよう、審査会を円滑に運営する。

障害支援区分認定審査会委員

（目標)（目標)
32年度30年度

(予算)単位 28年度

公平な障害支援区分認定を行い、円滑なサービス利用が実現。

◇総事業費・指標等の推移

②

 7.成果指標（意図の達成度合を表す指標）

①

件

名　　称

１合議体１回当り審査件数

2,984,980

2,856,427

12

1,418,304 661,638

事務事業及び各指標の変更

4

12

有

△ 447,000
3,126,000

12
3,126,0003,518,065

△ 447,000
3,147,386

256,000

3,573,000

0.0803

3,126,000

（目標)

(年度から）

3,573,000
△ 128,553

①

単　位

③

（目標)
32年度

③

 8.上位成果指標（結果の達成度を表す指標）

③

単　位

②

無

名　　称

適正に判定された件数 件

31年度

単　位

③

人認定審査会委員数①

②

 6.対象指標（対象の大きさを表す指標）

名　　称

①

名　　称

審査会開催回数（年間） 回

年度から
年度まで

作成日 平成 29 年 4

開始年度 平成
毎年繰返事業

一般

 5.活動指標（手段や活動内容を表す指標）

単　位

担当者名
内線番号

三浦　広子
579

18

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

所属
部門

事務事業名 西十勝障害支援区分認定審査会運営事業

平成 事務事業マネジメントシート 
事務事業
の性格

有澤　勝昭課長名

予算
科目

会計区分 款 項

事業期間

月 2029 年度

目

内線
保健福祉課 障がい福祉係

日

障害者総合支援法の規定による介護給付費の申請があった場合、認定調査
員による調査結果と主治医意見書を資料として、障害支援区分認定審査会に
おいて客観的・総合的に判断し、障害支援区分を認定する。

総合
計画
体系

西十勝障害支援区分認定審査会運営事業6

件審査判定件数（年間）

1

施策名

健やかな暮らしと自立を支える福祉の充実

3

②

法令根拠

障がい者の自立支援と社会参加の促進

基本目標

政策名

誰もが健やかに生き生きと暮らせるまちづくり

内　訳 (実績)
27年度

事業費計（A） 2,933,009

(実績)
29年度

事
業
費 円

円

円
 地　 方　 債

 国・道支出金

 その他(使用料等)
投
入
量

円
円

 正職員従事人数

 一 般 財 源 △ 470,377

5

9

100

5 5

150

5

 人工数(業務量)

活動指標
12

件
回

人件費計（B）

人

円

148

対象指標



◇町民等からの意見・要望 → 町民の声をどう反映させたのかをシート下段の改善・改革の概要に明記

 意見がある　【具体例↓】  特定できる意見がない

評価の部（Sｅｅ） → 28年度実績からみた評価
 必要性はある　【理由↓】  必要性はない　【理由↓】

 拡大・縮小できる　【→改革改善案へ】  拡大・縮小できない　【理由↓】

 向上できる　【→改革改善案へ】  向上できない　【理由↓】

 廃止・休止・統廃合で影響がある　【理由↓】  影響がない　【→改革改善案へ】

 削減できる　【→改革改善案へ】  削減できない　【理由↓】

 受益・負担が適正である　【理由↓】  受益・負担が適正でない【→改革改善案へ】

改革・改善の部（Plan） → 上記の町民等の意見・要望や評価結果を受けた改革案・今後(29年度以降)の計画

30
年
度
以
降
の
取
組

国の制度に準じて実施する。

※町民等の意見・要望に対する検討結果

すでに必要最小限の業務時間である。

提供すべき対象へ提供できて
いるか、費用負担が適切にな
っているか

29
年
度
の
取
組

低下

国の制度に基づき運営されており、廃止・休止はできない。また、介護保険制度における審査会があるが、対象者の違
い等から統廃合できない。

事務事業の成果指標をさらに
伸ばすことができるか

保健福祉課

5.事業費（トータルコスト）の
　削減余地

成果を下げずに事業費・業務
時間を縮減する手段・方策は
ないか

事務事業を廃止・休止・統廃合
した場合、支障があるか

4.廃止・休止・類似事業との
　統廃合余地

成
果

2.対象と意図の拡大・縮小
　余地

対象・意図を広げたり、逆に狭
めたりすることはできないか

1.町民等からの意見・要望

1.町の関与の必要性

所属部門事務事業名

維持 ○

報酬改定に伴い事業所のサービス提供実績により報酬算定される仕組みが、より厳格化されたため、
区分認定を行う審査会委員に対しては、国の制度変化に柔軟に対応できるよう周知を図る。

削減

向上

コスト

増加

現状維持

 2.改革・改善による期待成果

障がい福祉係

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

6.受益と負担の適正化余地

なぜ、この事務事業は税金を
投入して、町が行わなければ
ならないのか

国の制度に基づき運営されており、町の関与が義務づけられている。

国の制度に基づき運営されており、任意に対象と意図の拡大・縮小はできない。

国の制度に基づき運営されており、成果の向上の余地はない。

維持

改革・改善実施の方向性 1.改革・改善案の概要（現状で想定される課題や解決策がある場合には合わせて記入）

 この事務事業に対して、町民から
 のホットボイスなどの広聴制度、
 また、議会や関係者からの意
 見・要望が寄せられているか

目
的
妥
当
性
評
価

受益が限定されたり、費用負担を求める事業ではない。

※反映させた具体案はシート下段の改善・改革の概要に明記

有
効
性
評
価

3.成果の向上余地

西十勝障害支援区分認定審査会運営事業



( )

現状把握の部（Dｏ） → 現在やっていること
◇事務事業の目的と効果
 1.手段（事業の概要）

 3.意図（この事業によって、対象をどのようにしたいか）

 4.結果（どんな結果に結び付けるのか）

→

①
②
③
①
②
③
①
②
③
①
②
③

◇事務事業の環境変化

 2.対象（何を対象にしているか～人、公共施設、自然資源など）

129 137

210

人

47,543,314

4人

トータルコスト(A)＋(B)

年間
人
件
費

4

円
0.2830

48,089,000

115
138

地域生活支援事業の補助金分配については、これまでの事業実績割と人口割により配分
されており、国の予算額が十分でないこともあり負担割合に見合う補助金が期待できない
状況である。また、平成21年度からは地域活動支援センター事業の基礎事業に対する道
補助金が減額となり、平成23年度をもって廃止。
平成24年４月の法改正により、成年後見制度利用支援事業が必須事業と位置付けられ
た。平成27年度より町が主体となり社会福祉協議会に委託した成年後見推進事業が開始
されたため、高齢者・障害者等の幅広い世代層に対する生活支援ができる。
平成28年度から自動車改造助成の補助金が廃止された。

平成18年10月に障害者自立支援法が施行したことに伴い、市
町村に地域生活支援事業の実施が義務づけられた。

成果指標

129 137 145
4

145
88

 1.この事務事業を開始した背景

人

 2.事務事業を取り巻く状況と今後の予測（どう変わったか、どうなるか）

人 8
上位成果指標

138

地域生活のための事業を実施することにより、障がい者の自立を促進すると
ともに保護者や家族の負担を軽減する。

原則として芽室町に在住する障がい者等。

人

（目標)（目標)
32年度30年度

(予算)単位 28年度

障がい者の地域生活への移行を図るとともに、地域生活における利便性の向
上を図り、社会参加の機会を増やす。

◇総事業費・指標等の推移

②

 7.成果指標（意図の達成度合を表す指標）

①

人

名　　称

実利用者数（全事業）

46,188,228

8

2,298,854 4,660,302

事務事業及び各指標の変更

17,599,000

4

9

有

30,422,000
48,089,000

9
48,089,00050,848,530

30,422,000

20,751,000

68,000

0.5656

48,089,000

（目標)

(年度から）

17,599,000

68,000
26,825,228

①

単　位

③ 精神障害者保健福祉手帳所持者数

（目標)
32年度

③

 8.上位成果指標（結果の達成度を表す指標）

③

単　位

社会参加した障がい者数（サービス利用者数） 人②

無

名　　称

社会復帰した障がい者数（就労のため施設退所数） 人

31年度

人療育手帳所持者数

単　位

③

人身体障害者手帳所持数①

②

 6.対象指標（対象の大きさを表す指標）

名　　称

①

名　　称

実施事業数 事業

年度から
年度まで

作成日 平成 29 年 4

開始年度 平成
毎年繰返事業

一般

 5.活動指標（手段や活動内容を表す指標）

単　位

担当者名
内線番号

三浦　広子
579

18

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

所属
部門

事務事業名 地域生活支援事業

平成 事務事業マネジメントシート 
事務事業
の性格

有澤　勝昭課長名

予算
科目

会計区分 款 項

事業期間

月 20

予算上の事業名

29 年度

目

内線
保健福祉課 障がい福祉係

日

障がい者の地域生活を支援するため、市町村が地域のニーズに応じて弾力
的に実施する事業で、相談支援事業、コミュニケーション支援事業、日常生活
用具給付事業、地域活動支援センター事業、移動支援事業、成年後見制度
利用支援事業、日中一時支援事業、自動車改造費助成を実施している。

総合
計画
体系

地域生活支援事業61

施策名

健やかな暮らしと自立を支える福祉の充実

3

②

法令根拠

障がい者の自立支援と社会参加の促進

基本目標

政策名

誰もが健やかに生き生きと暮らせるまちづくり

内　訳 (実績)
27年度

19,363,000

事業費計（A） 45,244,460

(実績)
29年度

事
業
費 円

円

円
 地　 方　 債

 国・道支出金

 その他(使用料等)
投
入
量

円
円

 正職員従事人数

 一 般 財 源 24,493,460

215
856

94

853
215
115112

 人工数(業務量)

活動指標
8

対象指標 人
人

事業

人件費計（B）

217
人

円

855855



◇町民等からの意見・要望 → 町民の声をどう反映させたのかをシート下段の改善・改革の概要に明記

 意見がある　【具体例↓】  特定できる意見がない

評価の部（Sｅｅ） → 28年度実績からみた評価
 必要性はある　【理由↓】  必要性はない　【理由↓】

 拡大・縮小できる　【→改革改善案へ】  拡大・縮小できない　【理由↓】

 向上できる　【→改革改善案へ】  向上できない　【理由↓】

 廃止・休止・統廃合で影響がある　【理由↓】  影響がない　【→改革改善案へ】

 削減できる　【→改革改善案へ】  削減できない　【理由↓】

 受益・負担が適正である　【理由↓】  受益・負担が適正でない【→改革改善案へ】

改革・改善の部（Plan） → 上記の町民等の意見・要望や評価結果を受けた改革案・今後(29年度以降)の計画

30
年
度
以
降
の
取
組

法改正に則して対応していく。

※町民等の意見・要望に対する検討結果

制度に基づく事業であるため、削減できない。

提供すべき対象へ提供できて
いるか、費用負担が適切にな
っているか

29
年
度
の
取
組

低下

2.対象と意図の拡大・縮小
　余地

対象・意図を広げたり、逆に狭
めたりすることはできないか

保健福祉課

1.町民等からの意見・要望

1.町の関与の必要性

所属部門事務事業名

○

維持

居宅での入浴が困難な障がい者に対し、日中一時支援事業の入浴支援だけでは対応に限界があるこ
とから、平成２９年度より新たに訪問入浴サービス事業を開始し、サービスの向上をはかる。

削減

向上

コスト

増加

予算増大

成
果

維持

障がい福祉係

国の法律に基づき町の実施が義務付けられており、廃止・休止はできない。また、自立支援給付の介護給付が類似し
ているが、介護給付を補完する事業として位置付けられていることから統廃合は困難。

国の制度に基づく市町村必須事業・任意事業の実施について、随時、対応しているため。

改革・改善実施の方向性 1.改革・改善案の概要（現状で想定される課題や解決策がある場合には合わせて記入）

 この事務事業に対して、町民から
 のホットボイスなどの広聴制度、
 また、議会や関係者からの意
 見・要望が寄せられているか

目
的
妥
当
性
評
価

原則１割負担としている。

※反映させた具体案はシート下段の改善・改革の概要に明記

有
効
性
評
価

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

6.受益と負担の適正化余地

なぜ、この事務事業は税金を
投入して、町が行わなければ
ならないのか

国の法律に基づき町が実施主体となる事業である。

国の制度に基づく市町村必須事業・任意事業であるため、拡大・縮小できない。

地域生活支援事業

3.成果の向上余地

 2.改革・改善による期待成果

5.事業費（トータルコスト）の
　削減余地

成果を下げずに事業費・業務
時間を縮減する手段・方策は
ないか

事務事業を廃止・休止・統廃合
した場合、支障があるか

4.廃止・休止・類似事業との
　統廃合余地

事務事業の成果指標をさらに
伸ばすことができるか



〔事業の概要〕

投
入
量

国・道支出金

地方債

その他（使用料等）

一般財源

事業費計（A)

事
業
費

 正職員従事人数 4

0.0027
人
件
費

トータルコスト（A)+（B)

円

円

 人工数(業務量)

0

円

〔改革・改善案の概要〕

円

健やかな暮らしと自立を支える福祉の充実

簡易シートを
選択した理由

地域で支え合う福祉社会の実現施策名

総合
計画
体系

根拠
法令

芽室町福祉有償運送運営協議会設置要綱

政策名

誰もが健やかに生き生きと暮らせるまちづくり基本目標

年間

人 4

0.0000

特定非営利活動法人等によるボランティア輸送としての有償運送の必要性並びに安全の確保と旅客の利便性の確
保に係る方策等を協議するために福祉有償運送運営協議会を設置運営する。
＊平成２４年度に、芽室町社会福祉協議会が福祉有償運送事業者として登録。
＊平成２５年度は、協議案件が無かったため、協議会未開催。
＊平成２６年度協議会で継続について協議し承認された。
＊平成２７年度は、協議案件が無かったため、協議会未開催。
＊平成２８年度は委員改選、協議案件はなかったため協議会未開催。

改革・改善実施の方向性 現状維持

　

内　訳 単位
27年度
（実績）

28年度
（実績）

29年度
（予算）

円

円 0人件費計（B)

22,247 00

22,247

円

0 0

開始年度

作成日 日

事務事業名

平成 29 年

年度までの性格
毎年繰返事業

17
事務事業マネジメントシート

（簡易シート）

事業期間
不明 年度から

福祉有償運送運営協議会事業

所属
部門

保健福祉課 障がい福祉係 課長名 ( )554

内線

平成 4 月

事務事業

29 年度

有澤　勝昭 担当者名 小川　純也

予算を伴わない事業 政策体系に結びつかない事業

計上予算が負担金、繰出金のみの事業 法定受託事務



( )

現状把握の部（Dｏ） → 現在やっていること
◇事務事業の目的と効果
 1.手段（事業の概要）

 3.意図（この事業によって、対象をどのようにしたいか）

 4.結果（どんな結果に結び付けるのか）

→

①
②
③
①
②
③
①
②
③
①
②
③

◇事務事業の環境変化

 2.対象（何を対象にしているか～人、公共施設、自然資源など）

280 272

31,251,113

人

35,827,703

4人

トータルコスト(A)＋(B)

年間
人
件
費

4

円
0.2909

30,880,000

267

医療の高度化、高齢化に伴う医療費の増加に伴い、北海道が事業規模を縮小（１割負担
導入）したことから、平成１６年１０月より本町も北海道の方針に準じ改正を行っている。
また、平成１８年４月１日施行の障害者自立支援法関連で、北海道の補助要網が変更さ
れ、今まで助成対象外であった知的障害者援護施設入所者のうち、他に公費負担医療を
受けていない者にあっては新たに助成の対象とされたことから、対象者が拡大された。

北海道が実施する医療給付事業の実施に伴い昭和４６年に
条例制定。

成果指標

46.7 55.046.2

 1.この事務事業を開始した背景  2.事務事業を取り巻く状況と今後の予測（どう変わったか、どうなるか）

％ 55.0
上位成果指標

制度の対象要件該当者が適切な保険診療を受けられるようにする。

重度心身障がい者（児）で対象要件該当者。

（目標)（目標)
32年度30年度

(予算)単位 28年度

負担軽減が図られることにより、安心して医療が受けられ、保健の向上、福祉
の増進を図る。

◇総事業費・指標等の推移

②

 7.成果指標（意図の達成度合を表す指標）

①

人

名　　称

制度対象者のうち医療費の軽減を受けている人数

7,743,002

33,338,963

6,839

2,363,027 2,332,623

事務事業及び各指標の変更

11,003,000

4

7,202

有

11,287,000
30,880,000

7,202
30,880,00035,671,586

11,287,000
8,686,223

12,196,000

8,590,000

0.2831

30,880,000

（目標)

(年度から）

11,003,000

8,590,000
13,019,961

①

単　位

③

（目標)
32年度

③

 8.上位成果指標（結果の達成度を表す指標）

③

単　位

②

無

名　　称

日頃から健康的な生活習慣を身につけている方だと思う町民の割合 ％

31年度

単　位

③

人制度対象者①

②

 6.対象指標（対象の大きさを表す指標）

名　　称

①

名　　称

医療費助成件数 件

年度から
年度まで

作成日 平成 29 年 4

開始年度 昭和
毎年繰返事業

一般

 5.活動指標（手段や活動内容を表す指標）

単　位

担当者名
内線番号

小川　純也
554

46

芽室町重度心身障害者及びひとり親家庭等医療費の助成に関する条例

所属
部門

事務事業名 障害者医療費給付事業

平成 事務事業マネジメントシート 
事務事業
の性格

有澤　勝昭課長名

予算
科目

会計区分 款 項

事業期間

月 17

予算上の事業名

29 年度

目

内線
保健福祉課 障がい福祉係

日

重度心身障がい者（児）に対して医療費の一部を助成する。

総合
計画
体系

障害者医療給付事業6

円医療費助成金額

1

施策名

生涯を通じて安心して暮らせる保健医療環境づくり

3

②

法令根拠

生涯を通じた健康づくり

基本目標

政策名

誰もが健やかに生き生きと暮らせるまちづくり

内　訳 (実績)
27年度

12,576,000

事業費計（A） 33,464,676

(実績)
29年度

事
業
費 円

円

円
 地　 方　 債

 国・道支出金

 その他(使用料等)
投
入
量

円
円

 正職員従事人数

 一 般 財 源 12,582,453

405

267

28,703,349

400 406

28,703,349

405

 人工数(業務量)

活動指標
6,681

円
件

人件費計（B）

人

円

31,390,426

対象指標



◇町民等からの意見・要望 → 町民の声をどう反映させたのかをシート下段の改善・改革の概要に明記

 意見がある　【具体例↓】  特定できる意見がない

評価の部（Sｅｅ） → 28年度実績からみた評価
 必要性はある　【理由↓】  必要性はない　【理由↓】

 拡大・縮小できる　【→改革改善案へ】  拡大・縮小できない　【理由↓】

 向上できる　【→改革改善案へ】  向上できない　【理由↓】

 廃止・休止・統廃合で影響がある　【理由↓】  影響がない　【→改革改善案へ】

 削減できる　【→改革改善案へ】  削減できない　【理由↓】

 受益・負担が適正である　【理由↓】  受益・負担が適正でない【→改革改善案へ】

改革・改善の部（Plan） → 上記の町民等の意見・要望や評価結果を受けた改革案・今後(29年度以降)の計画

30
年
度
以
降
の
取
組

継続して実施する。

※町民等の意見・要望に対する検討結果

業務所要時間については必要最小限の時間で行っている。

提供すべき対象へ提供できて
いるか、費用負担が適切にな
っているか

29
年
度
の
取
組

低下

経済的な負担が増加することになるため、別に負担軽減策を講じるしかない。
他の医療費助成事業とは対象範囲が異なることから、統廃合はできない。

事務事業の成果指標をさらに
伸ばすことができるか

保健福祉課

5.事業費（トータルコスト）の
　削減余地

成果を下げずに事業費・業務
時間を縮減する手段・方策は
ないか

事務事業を廃止・休止・統廃合
した場合、支障があるか

4.廃止・休止・類似事業との
　統廃合余地

成
果

2.対象と意図の拡大・縮小
　余地

対象・意図を広げたり、逆に狭
めたりすることはできないか

1.町民等からの意見・要望

1.町の関与の必要性

所属部門事務事業名

維持 ○

平成２８年度と同様に実施する。

削減

向上

コスト

増加

現状維持

 2.改革・改善による期待成果

障がい福祉係

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

6.受益と負担の適正化余地

なぜ、この事務事業は税金を
投入して、町が行わなければ
ならないのか

北海道の補助により町が実施する事業である。重度心身障害者が適切な保険診療を受けるた
めに、必要な事業である。

財政事情に鑑み、拡大・縮小の余地はあるが、当面、現制度に準じ実施する。

財政事情に鑑み、拡大・縮小の余地はあるが、当面、現制度に準じ実施する。

維持

改革・改善実施の方向性 1.改革・改善案の概要（現状で想定される課題や解決策がある場合には合わせて記入）

 この事務事業に対して、町民から
 のホットボイスなどの広聴制度、
 また、議会や関係者からの意
 見・要望が寄せられているか

目
的
妥
当
性
評
価

受益者負担の一部を助成する制度であり、応能負担を原則としている。

※反映させた具体案はシート下段の改善・改革の概要に明記

有
効
性
評
価

3.成果の向上余地

障害者医療費給付事業



( )

現状把握の部（Dｏ） → 現在やっていること
◇事務事業の目的と効果
 1.手段（事業の概要）

 3.意図（この事業によって、対象をどのようにしたいか）

 4.結果（どんな結果に結び付けるのか）

→

①
②
③
①
②
③
①
②
③
①
②
③

◇事務事業の環境変化

 2.対象（何を対象にしているか～人、公共施設、自然資源など）

144 243

15
10

10

時間

3,277,562

4人

トータルコスト(A)＋(B)

年間
人
件
費

4

円
0.1416

6,961,000

1

22
180

平成24年度に当町において「芽室町障がい者福祉就労事業所誘致推進会議」を設置し事
業所誘致を行う。これにより町内に道外企業が共同出資した株式会社が設立され、平成
25年４月に「就労継続支援Ａ型」事業所（九神ファームめむろ）が開設された。また、平成27
年３月には新加工場が開設され、定員も増員となった。また平成27年10月にはコミュニティ
レストランが開設している。平成28年度より、地方創生加速化交付金及び地方創生推進交
付金を受け、「まち・ひと・しごと総合戦略事業」として、発達支援システムをベースに農福
連携を活用した就労の場の確立や施設等の充実、また特別支援学校の修学旅行等の誘
致を推進し、将来的には交流人口と移住・定住を図る。

平成20年度に策定した「第２期芽室町障がい福祉計画」に基
づく、障がい者（児）の就労支援の取り組みの一環として開
始。更に、平成23年度に策定した「第３期芽室町障がい者福
祉計画」に基づき、福祉就労事業所の誘致など就労支援を強
化する。

成果指標
1

22
11

4
19
8

13 15 17

22

8

 1.この事務事業を開始した背景

ヶ所

人

 2.事務事業を取り巻く状況と今後の予測（どう変わったか、どうなるか）

人 8
上位成果指標

・職場実習により、職業能力や職業適性を向上させる。
・就労体験により、働くことの喜びを感じてもらう。
・町内にA型事業所を誘致し事業の運営安定、事業拡大を図る。
・特別支援学校修学旅行等を受け入れる。

・障害者職場実習申込者
・障害者就労体験申込者
・町内に開設しているA型事業所
・町内外の障がい者、特別支援学校や企業等

時間

ヶ所町内に進出したA型事業所数

ヶ所

（目標)（目標)
32年度30年度

(予算)単位 28年度

・一般就労への訓練の場を拡大し、障害者の一般就労を促進させ、障がい者
の自立支援と社会参加の促進を図る。
・交流人口の増加、新たな雇用創出、移住・定住の促進を図る。

◇総事業費・指標等の推移

②

 7.成果指標（意図の達成度合を表す指標）

１人当たりの就労体験時間

①

時間

名　　称

１人当たりの職場実習時間

54,512,603

7

1,150,239 3,112,910

事務事業及び各指標の変更

9,500,000

10

有

8,711,000
21,961,000

10
21,961,00057,625,513

4,961,000
300,000 3,750,000

0.3778

6,961,000

（目標)

(年度から）

2,000,000

4,101,782

①

単　位

③ 町内開設のA型事業所数

（目標)
32年度

③

 8.上位成果指標（結果の達成度を表す指標）

③

単　位

町内開設のA型事業所利用者数 人②

無

名　　称

社会復帰・社会参加した障害者数 人

31年度

人障害者就労体験決定者

単　位

③ 町内開設のA型事業所利用者数 人

人障害者職場実習採用者①

②

 6.対象指標（対象の大きさを表す指標）

名　　称

①

名　　称

障害者職場実習申込者 人

年度から
年度まで

作成日 平成 29 年 4

開始年度 平成
毎年繰返事業

一般

 5.活動指標（手段や活動内容を表す指標）

単　位

担当者名
内線番号

吉川　泰子
579

21

　　　－

所属
部門

事務事業名 障害者就労支援事業

平成 事務事業マネジメントシート 
事務事業
の性格

有澤　勝昭課長名

予算
科目

会計区分 款 項

事業期間

月 18

予算上の事業名

29 年度

目

内線
保健福祉課 障がい福祉係

日

・心身障がい者の方々に、役場業務の職場実習や就労体験の機会を提供する。
・福祉就労の選択肢を拡大するため、町内に「就労継続支援A型事業所」を誘致し、事
業の運営安定、事業拡大を図る。
・地方創生加速化交付金及び地方創生推進交付金を活用し、Ａ型事業所との連携によ
り、農産物加工体験と農作業体験をセットにした就労体験プログラムを提供できる体制
を整備する。また、首都圏において「障がい者就労フェア」を継続的に開催し、特別支
援学校や企業等による個別相談への対応や、就労体験等を受け入れる。

総合
計画
体系

障害者就労支援事業6

人障害者就労体験申込者

1

施策名

健やかな暮らしと自立を支える福祉の充実

3

②

法令根拠

障がい者の自立支援と社会参加の促進

基本目標

政策名

誰もが健やかに生き生きと暮らせるまちづくり

内　訳 (実績)
27年度

50,410,821

事業費計（A） 2,127,323

(実績)
29年度

事
業
費 円

円

円
 地　 方　 債

 国・道支出金

 その他(使用料等)
投
入
量

円
円

 正職員従事人数

 一 般 財 源 1,827,323

10

180

10
17

10
10

1

7
10
1

19

1

10

10

 人工数(業務量)

活動指標
10

人
人

人件費計（B）

13人

9
人

円

9

対象指標 人
ヶ所

22
1

時間



◇町民等からの意見・要望 → 町民の声をどう反映させたのかをシート下段の改善・改革の概要に明記

 意見がある　【具体例↓】  特定できる意見がない

評価の部（Sｅｅ） → 28年度実績からみた評価
 必要性はある　【理由↓】  必要性はない　【理由↓】

 拡大・縮小できる　【→改革改善案へ】  拡大・縮小できない　【理由↓】

 向上できる　【→改革改善案へ】  向上できない　【理由↓】

 廃止・休止・統廃合で影響がある　【理由↓】  影響がない　【→改革改善案へ】

 削減できる　【→改革改善案へ】  削減できない　【理由↓】

 受益・負担が適正である　【理由↓】  受益・負担が適正でない【→改革改善案へ】

改革・改善の部（Plan） → 上記の町民等の意見・要望や評価結果を受けた改革案・今後(29年度以降)の計画

30
年
度
以
降
の
取
組

継続して実施する。

※町民等の意見・要望に対する検討結果

事業費は、賃金(町単価：８８０円）と公務災害補償組合負担金であり、削減の余地はない。また、人件費は、職場実習
の際の監督者としての人件費になるため、実習時間が増えることで増加することも考えられる。
「まち・ひと・しごと総合戦略事業」として、必要な事業・整備を行っており、削減の余地はない。

提供すべき対象へ提供できて
いるか、費用負担が適切にな
っているか

29
年
度
の
取
組

○

低下

福祉事業所、あるいは、民間企業における就労支援対策が停滞する。
類似事業はない。

事務事業の成果指標をさらに
伸ばすことができるか

保健福祉課

5.事業費（トータルコスト）の
　削減余地

成果を下げずに事業費・業務
時間を縮減する手段・方策は
ないか

事務事業を廃止・休止・統廃合
した場合、支障があるか

4.廃止・休止・類似事業との
　統廃合余地

成
果

2.対象と意図の拡大・縮小
　余地

対象・意図を広げたり、逆に狭
めたりすることはできないか

1.町民等からの意見・要望

1.町の関与の必要性

所属部門事務事業名

維持

・職場実習については、本人・関係機関を交えて個別利用計画を作成し、実習による成果などの評価を
行っている。また、発達支援センター清掃業務を定例化し、一般就労への訓練の場としての充実を図
る。
・平成28年度より取り組みを開始した、「まち・ひと・しごと総合戦略事業」の交付金を活用し、Ａ型事業
所との連携により、農業体験のための圃場を整備する。また、「障がい者就労フェア」を継続的に開催
し、フェアに参加した特別支援学校や企業等による個別相談への対応や就労体験等を受け入れ、「雇
用の場」を移住や交流人口の増につなげる地域支援としてさらに活用する。

削減

向上

コスト

増加

業務改善

 2.改革・改善による期待成果

障がい福祉係

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

6.受益と負担の適正化余地

なぜ、この事務事業は税金を
投入して、町が行わなければ
ならないのか

障害者の就労支援体制の構築については、地域における福祉関係機関と労働関係機関及び町内外の企業等の協力
が必要不可欠であるが、そのためには、町が率先して取り組む必要があるため。

要綱を制定し、対象者を定め、また、最終的な目的も定めている事業であり、現時点では、拡大・縮小は考えられない。

維持

改革・改善実施の方向性 1.改革・改善案の概要（現状で想定される課題や解決策がある場合には合わせて記入）

 この事務事業に対して、町民から
 のホットボイスなどの広聴制度、
 また、議会や関係者からの意
 見・要望が寄せられているか

目
的
妥
当
性
評
価

受益が限定されたり、費用負担を求める事業ではない。

※反映させた具体案はシート下段の改善・改革の概要に明記

有
効
性
評
価

3.成果の向上余地

障害者就労支援事業



( )

現状把握の部（Dｏ） → 現在やっていること
◇事務事業の目的と効果
 1.手段（事業の概要）

 3.意図（この事業によって、対象をどのようにしたいか）

 4.結果（どんな結果に結び付けるのか）

→

①
②
③
①
②
③
①
②
③
①
②
③

◇事務事業の環境変化

 2.対象（何を対象にしているか～人、公共施設、自然資源など）

62 62

210

人

12,386,624

4人

トータルコスト(A)＋(B)

年間
人
件
費

4

円
0.8658

5,520,000

115

78
62

平成24年４月の法改正により、すべての障害福祉サービス利用者に対し、平成26年度ま
でにサービス等利用計画作成することが義務づけられた。また、平成25年４月の法改正に
より、障害者の範囲が見直しされ、難病等対象者が追加された。平成27年度からは、多様
なニーズに対応していくため、相談支援事業について民間事業所へ一部委託を実施した。

平成18年10月に障害者自立支援法が施行したことに伴い、市
町村に地域生活支援事業（相談支援事業）の実施が義務づ
けられた。平成24年４月の法改正により、すべての障害福祉
サービス利用者に対し、平成26年度までにサービス等利用計
画作成することが義務づけられたことから、平成24年10月に
町直営の特定相談支援事業所（芽室町相談支援事業所）を
開設した。

成果指標 73

194 195

70

194

 1.この事務事業を開始した背景  2.事務事業を取り巻く状況と今後の予測（どう変わったか、どうなるか）

人 195
上位成果指標

障がい者が自己決定に基づき、必要なサービスを受けることができる。

原則として芽室町に在住する障がい者

人

人

（目標)（目標)
32年度30年度

(予算)単位 28年度

障がい者が身近な地域において、自立した日常生活・社会生活を営むことが
できる。

◇総事業費・指標等の推移

②

 7.成果指標（意図の達成度合を表す指標）

サービス等利用計画作成者

①

人

名　　称

相談支援実利用者数

5,240,940

5,354,868

1

7,033,032 4,100,011

事務事業及び各指標の変更

4

1

有

229,000
5,520,000

1
5,520,0009,454,879

229,000
5,100,440 5,291,000

0.4976

5,520,000

（目標)

(年度から）

5,291,000
113,928

①

単　位

③ 精神障害者保健福祉手帳所持者数

（目標)
32年度

③

 8.上位成果指標（結果の達成度を表す指標）

③

単　位

②

無

名　　称

障害福祉サービス利用者数（実人数） 人

31年度

人療育手帳所持者数

単　位

③

人身体障害者手帳所持者数①

②

 6.対象指標（対象の大きさを表す指標）

名　　称

①

名　　称

障害者相談支援事業所（町内） か所

年度から
年度まで

作成日 平成 29 年 4

開始年度 平成
毎年繰返事業

一般

 5.活動指標（手段や活動内容を表す指標）

単　位

担当者名
内線番号

吉川　泰子
579

24

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

所属
部門

事務事業名 障害者相談支援事業

平成 事務事業マネジメントシート 
事務事業
の性格

有澤　勝昭課長名

予算
科目

会計区分 款 項

事業期間

月 18

予算上の事業名

29 年度

目

内線
保健福祉課 障がい福祉係

日

・障がい者やその家族等からの福祉に関する各種相談に応じ、情報の提供、
助言、福祉サービス利用援助等の必要な支援を行う。
・平成26年度末までに全ての障害福祉サービス利用者に対し、サービス等計
画を作成し、継続的に支援する。また、セルフプラン希望者については、作成
支援も行う。

総合
計画
体系

障害者相談支援事業61

施策名

健やかな暮らしと自立を支える福祉の充実

3

②

法令根拠

障がい者の自立支援と社会参加の促進

基本目標

政策名

誰もが健やかに生き生きと暮らせるまちづくり

内　訳 (実績)
27年度

事業費計（A） 5,353,592

(実績)
29年度

事
業
費 円

円

円
 地　 方　 債

 国・道支出金

 その他(使用料等)
投
入
量

円
円

 正職員従事人数

 一 般 財 源 253,152

855

62

215
856

94

853
215
115112

855

 人工数(業務量)

活動指標
1か所

人件費計（B）

217
人

円

対象指標 人
人

70人



◇町民等からの意見・要望 → 町民の声をどう反映させたのかをシート下段の改善・改革の概要に明記

 意見がある　【具体例↓】  特定できる意見がない

評価の部（Sｅｅ） → 28年度実績からみた評価
 必要性はある　【理由↓】  必要性はない　【理由↓】

 拡大・縮小できる　【→改革改善案へ】  拡大・縮小できない　【理由↓】

 向上できる　【→改革改善案へ】  向上できない　【理由↓】

 廃止・休止・統廃合で影響がある　【理由↓】  影響がない　【→改革改善案へ】

 削減できる　【→改革改善案へ】  削減できない　【理由↓】

 受益・負担が適正である　【理由↓】  受益・負担が適正でない【→改革改善案へ】

改革・改善の部（Plan） → 上記の町民等の意見・要望や評価結果を受けた改革案・今後(29年度以降)の計画

30
年
度
以
降
の
取
組

相談支援事業について民間事業所へ一部委託を継続する。

※町民等の意見・要望に対する検討結果

相談支援事業の一部民間委託により経費は増加する。また、就労系サービスの利用ニーズが高くなっており、新規
サービス利用者への対応が必要となるため、業務時間の縮減も困難である。

提供すべき対象へ提供できて
いるか、費用負担が適切にな
っているか

29
年
度
の
取
組

低下

国の制度に基づく事業であるため、廃止・休止はできない。
類似事業はない。

事務事業の成果指標をさらに
伸ばすことができるか

保健福祉課

5.事業費（トータルコスト）の
　削減余地

成果を下げずに事業費・業務
時間を縮減する手段・方策は
ないか

事務事業を廃止・休止・統廃合
した場合、支障があるか

4.廃止・休止・類似事業との
　統廃合余地

成
果

2.対象と意図の拡大・縮小
　余地

対象・意図を広げたり、逆に狭
めたりすることはできないか

1.町民等からの意見・要望

1.町の関与の必要性

所属部門事務事業名

○

維持

相談支援事業について民間事業所への一部委託を実施し、多様なニーズや困難ケースに対しての体
制強化を図る。

削減

向上

コスト

増加

業務改善

 2.改革・改善による期待成果

障がい福祉係

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

6.受益と負担の適正化余地

なぜ、この事務事業は税金を
投入して、町が行わなければ
ならないのか

国の法律に基づき、町が実施主体となる事業である。

国の制度に基づく事業として、平成２４年度より開始した事業であるため、当面、定着を図る。

維持

改革・改善実施の方向性 1.改革・改善案の概要（現状で想定される課題や解決策がある場合には合わせて記入）

 この事務事業に対して、町民から
 のホットボイスなどの広聴制度、
 また、議会や関係者からの意
 見・要望が寄せられているか

目
的
妥
当
性
評
価

受益が限定されたり、費用負担を求める事業ではない。

※反映させた具体案はシート下段の改善・改革の概要に明記

有
効
性
評
価

3.成果の向上余地

障害者相談支援事業
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